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「全労働者のための有給休暇法」と名付けられた上院法案208号で

は、従業員は40時間労働するごとに1時間の有給休暇を取得すること

ができる。

有給休暇は、病気や怪我に限らず、どのような目的にも使用すること

ができる。

クック郡の有給休暇条例があるため、この法律は多くのシカゴおよび

クック郡の雇用主には適用されない。

2023年1月10日、イリノイ州上院は、上院法案208号「全労働者のための有給

休暇法」を可決しました。同法案はすでにイリノイ州下院議会を通過しており、

J.B. プリツカー知事は、同法案への署名を心待ちにしていると表明していま

す。本新法は2024年1月1日から施行される予定です。
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関連分野

労働雇用法



問題については弁護士までご相談下さい。


